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個別事項ごとの計画の進捗状況 
 
 
 

項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

Ⅰ  業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

１ 組織運営の効率化 

組織の運営について以下のとおり

取り組むとともに、業務や組織の在

り方について継続的に点検を行い、

機動的に見直しを行う。 

① 法人の権限及び責任の明確化、

透明性及び自主性の向上等に対応

した組織の整備 

② 社会経済情勢の変化に対し機動

的に対応できる組織の整備 

 

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

１ 組織運営の効率化 

必要最小限の組織として設置した

総務部、経理部、企画部、関西業務

部の４部により、組織運営の効率化

に努める。 

 

 

 

 

 

・各担当部の業務執行に当たり、連絡会議

や電子掲示板の活用等を通じて情報の共

有化、業務運営の円滑化を図るとともに、

４部が連携して効率的な業務運営を実施。

・関西業務部の業務について、業務内容に

応じて３理事が分掌していたが、試行的に

理事長代理が一元的に掌理することとし、

業務運営を効率化。 

２ 一般管理費の縮減 

・外部委託の活用等により業務運 

営全体の効率化を推進。 

 

・一般管理費（人件費及び特殊要因

を除く。）について、平成2４年度

と比較して、中期目標期間の最終年

度までに５％以上の削減を行う。 

２ 一般管理費の縮減 

・同左 

 

 

・一般管理費（人件費及び特殊要因

を除く。）について、平成2４年度

と比較して、１％以上の削減を行

う。 

 

 

・一般管理費（人件費及び特殊要因を除く。）

について、効率的な業務の実施に取り組む

とともに、調査委託業務の発注時期を見直

した結果、目標の１％以上削減を上回る

8.5％の減。 

（なお、通常の事務経費、旅費等の業務コ

ストについては、1.3%の減） 

 

３ 入札及び契約の適正化の推進 

・競争性のない随意契約の見直し 

を更に徹底して行う。 

 

・一般競争入札等について、真に 

競争性が確保されているか、点 

検・検証を行い、取組状況を公表 

する。 

 

３ 入札及び契約の適正化の推進 

・同左 

 

 

・同左 

 

・契約手続に当たっては、競争性を確保す

るため、入札・契約手続運営委員会等にお

いて、契約方式、競争参加資格等に係る審

議を経て、随意契約とすることが真にやむ

を得ないもの（13 件）を除き一般競争入

札等（49 件）を実施。（うち 38 件は資金

調達に係る債券発行に関する契約） 

・外部有識者及び監事による契約監視委員

会を開催（11 月）し、契約について点検・

検証を実施。全ての契約について特段の指

摘・問題はなく、その結果をホームページ

で公表。 

４ 積極的な情報公開 

① 財務内容の公開 

・財務諸表等を積極的に公開。そ 

の際、セグメント情報について 

可能な限り詳細に示す。 

 

・債券説明書をホームページに掲 

載。 

 

４ 積極的な情報公開 

① 財務内容の公開 

・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

・財務諸表等とともに、債務返済状況、セ

グメント情報、高速道路の収支状況等の高

速道路事業関連情報を公開（記者発表、ホ

ームページ等）。 

・セグメント情報を路線網ごとに公表する

とともに、会社の情報を総括し、全社の高

速道路関連の情報を一覧形式でわかりや

すくホームページに掲載。 

・平成 24 年度財務諸表を官報（10 月 7

日付）に公告。 

・高速道路勘定における利益剰余金は、利

益を留保しているものではなく、全て債務

の返済に充てられるものであることを解

りやすく示すため、ホームページにおける

債務の返済と財務諸表の関係の記載を改

善。 

・財投機関債を発行する都度、債券説明書

をホームページに掲載。 
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

② 資産の保有及び貸付状況の公開 

高速道路に係る道路資産の保有及

び貸付状況をホームページに掲載。 

 

 

 

② 資産の保有及び貸付状況の公開

ホームページで公開している「道

路資産の保有及び貸付状況」の更新。

・ホームページで公開している「道路資産

の保有及び貸付状況（総括表及び路線別）」

を随時更新。 

③ 債務の返済状況の公開 

・債務返済の計画と実績の対比等 

の情報を分析等を含め公表。 

 

・会社も含めた高速道路事業全体 

の債務残高及び債務返済状況を 

公表。 

③ 債務の返済状況の公開 

・同左 

 

 

・同左 

・債務返済の計画と実績の対比等の情報に

ついて、機構及び会社の収入、支出、引受

け債務及び債務残高等の項目の内訳を含

め、計画額、実績額及びその差額、さらに

差異の根拠、分析等の説明を付して公表。

・会社も含めた高速道路事業全体の債務残

高及び債務返済状況を公表。 

④ 債務返済の見通しの根拠の公開 

債務返済の見通しに関する根拠を

公表。 

 

④ 債務返済の見通しの根拠の公開

同左 

 

・会社との協定の見直しに併せて、業務実

施計画の見直しを行い、その際に用いた債

務返済計画の見通しに関する根拠を公表。

⑤ 費用の縮減状況等の公開 

・新設等に関する債務引受額、コ 

スト縮減額、助成額等を公表。 

 

・会社が行う管理費用の縮減の内容、

利便性の向上の指標を公表。 

⑤ 費用の縮減状況等の公開 

・同左 

 

 

・同左 

・平成 24 年度に債務引受のあった事業に

ついて、当該年度における各事業の債務引

受限度額と債務引受額の差額とその理由

を公表。 

・会社の経営努力の内容について公表。 

・会社の管理コストの計画実績対比及び差

異の理由並びにアウトカム指標の実績を

公表。 

⑥ 評価及び監査に関する事項 

年度業務実績評価、政策評価等に

ついて情報提供。 

 

⑥ 評価及び監査に関する事項 

同左 

・以下の項目について、ホームページで情

報を提供。 

»財務諸表及び決算報告書に関する監事及

び会計監査人の意見 

»平成 24 事業年度監事監査報告書（８月）

»第２期中期目標期間の業務及び平成 24

年度業務に係る実績評価 

»会計検査院の平成 24 年度決算報告の機

構関係部分とその対応方針 

 

⑦ ホームページ等の充実 

・上記①から⑥の情報提供に当た 

っては、ホームページ等による 

積極的な情報公開に努める。英 

語版についても、迅速な更新に 

努める。 

 

・会社と共同し、高速道路料金施策

についての総括的なページとして

充実。 

 

・ホームページのアクセス状況の調

査・分析などを通じて、会社とも連

携しホームページの必要な改善を

図る。 

 

⑦ ホームページ等の充実 

・同左 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

 

・ホームページのアクセス状況を調

査・分析するとともに、会社とも連

携し充実を図る。 

 

・Ⅰ-４-①～⑥の情報を各事務所にて閲覧

に供するとともに、迅速にホームページに

掲載。 

・決算の公表に合わせて、財務諸表及び債

務返済状況等をまとめた高速道路関連情

報をホームページに掲載するなど、英語版

も含め、適時適切に更新（約 160 回）。 

・平成 26 年 4 月 1 日以降の新たな料金割

引に係るページ等へのリンクを掲載して

情報提供。 

・海外調査報告書のアンケートページにつ

いて、ユーザーがより利用しやすいよう記

入式から選択式にするなど改善。 

・アクセスデータの解析やユーザーの意見

等を踏まえ、次のように改善。 

»ホームページのどの箇所を閲覧している

のかが分かるように、トップメニュー及

びサイドメニューの該当見出しの背景色

が変わるように仕様を変更。 

»各会社の高速道路の更新計画にリンクす

るバナーを新設。 

»ユーザーが必要とする情報の判別を容易

にするため、トップページの「新着情報」
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

について項目毎に色分け。 

»アクセス数が多い「ファクトブック」、「海

外調査報告書」等について、トップペー

ジに新たなサブメニューを追加。 

・総アクセス件数、約 432 万件（昨年度約

402 万件）。 

 

⑧ 業務パンフレット等による広報 

パンフレット等による情報提供。 

 

⑧ 業務パンフレット等による広報

同左 

 

・機構の概要や平成 24 年度決算等を掲載

したパンフレット及びその英語版並びに

より詳細なデータを掲載したファクトブ

ックを発行し、関係機関、全国の主要公立

図書館等へ配布するとともにホームペー

ジに掲載。               

 

５ 業務評価の実施 

業務全体について定期的に自己評

価を行い、公表。 

 

５ 業務評価の実施 

同左 

 

・業務全体について自己評価を行い、業務

実績報告書を公表。 

・内部統制委員会において、監事の出席も

得て、平成 25 年度業務全体の達成状況に

ついて審議するとともに、平成 24 年度業

務実績評価調書の課題・改善点等及び平成

24 事業年度監事監査報告書において指摘

のあった事項への対応状況について審議。

さらに、役員会で自己評価について審議の

上、公表。 

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

１ 会社による管理の適正な水準の

確保を通じた高速道路資産の適切

な保有及び貸付け 

①道路資産台帳の作成、更新により

道路資産の内容を把握。 

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置

１ 会社による管理の適正な水準の

確保を通じた高速道路資産の適切

な保有及び貸付け 

①同左 

 

 

 

 

 

 

・平成 25 年度末保有・貸付延長は、新規

供用による 105.0km の増加により、供用

区間延長は 9,812km となり、新設区間を

合わせた総延長は 10,061km。 

・道路資産の内容を適正に把握するため、

道路資産台帳を、新設、改築等による内容

の変更が生じた都度、会社と連携して変更

内容を確認した上で更新。 

 

②貸付けた道路資産が適切に良 

好な状態に保たれるように、高 

速道路に関する各種有識者会議 

における検討の状況を踏まえ、 

国及び会社と一体となって、高 

速道路の老朽化対策を講じると 

ともに、管理水準の向上を図り、 

安全性を一層向上させる。 

 

・上記検討の状況を踏まえ、国及 

び会社と連携しつつ、会社が実 

施する高速道路の維持・管理の 

在り方の適切な見直しを図る。 

 

・実地確認等を通じて機構が把握 

している高速道路の管理の実施状況

等の情報については、国及び高速道

路会社に提供し情報の共有化を図

る。 

②同左 

 

 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

 

 

・会社から報告を受けている「維 

持、修繕その他の管理の報告書」及

び実地確認等を通じて機構が把握し

ている高速道路の管理の実施状況等

の情報については、国及び高速道路

会社に提供し情報の共有化を図る。

・会社との連絡会議で、会社は老朽化対策

及び管理水準の向上について積極的に対

応すること、機構は必要な費用を必要に応

じて協定変更を行うことにより対応する

ことを確認。また、道路法等の一部改正に

向け、国及び会社と連携し、必要な検討に

着手。なお、会社と調整を行い、会社の利

益剰余金を活用して緊急に行うべき修繕

事業の実施を図った。 

・実地確認により高速道路の維持、修繕そ

の他の管理の実施状況を確認し、その結果

が高速道路の管理に適切に反映されるよ

う、国及び全会社と情報共有。 

・管理の報告書の更なる内容の充実を図っ

ていくことを会社と確認。平成 25 年度公

表の報告書において、次の改善。 

»会社の高速道路の管理に関する基本的な

考え方を記載 

»最新の課題に対する現在の取組状況の記
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

  

 

載を充実 

»債務引受の対象となる修繕工事について

も、内訳を設けて費用及び主な工事内容

について記載 

・平成 26 年度公表の報告書においては、

次のような改善を行うことを決定。 

»点検及びその結果に基づく補修の実施状

況を明らかにするため、それらの実施数

量及び要した費用を記載 

»現場における維持、修繕等の業務内容だ

けでなく、その結果を分析・評価し、課

題に対する取組状況について記載 

 

※補足 

【高速道路の維持・管理等について】 

・高速道路については、高速道路会社が日

本道路公団等民営化関係法施行法第 25 条

1 第 1 項の規程において、道路整備特別措

置法第 4 条の規程による維持、修繕及び災

害復旧を行わなければならないとされて

いる。 

 

【実地確認について】 

・機構と高速道路会社との間の協定におい

て、「会社は、高速道路の維持、修繕その

他の管理の実施状況について、毎年度、機

構に報告することとし、機構は、必要に応

じて実地に確認を行うことができるもの

とする。」とされている。 

・この協定の規程に基づき、機構は、６会

社から「維持・修繕その他の管理の報告書」

の提出を受けてホームページで公表する

とともに、会社による管理の実施状況の情

報の共有化のため、実地確認を実施し、当

該報告書の充実等に取り組んでいる。 

 

③アウトカム指標が達成される 

よう機構がリーダーシップを持 

って、会社と連携し取り組む。 

 

・指標の設定に際しての会社間の 

考え方の統一、指標の組替えなどを

通じ、高速道路の管理水準を一層向

上させ、高速道路利用者に対するサ

ービス向上を図る。 

③同左 

 

 

 

・同左 

・会社間共通の指標を取りまとめて会社間

で対比した情報を公表。また、新たに目標

の設定根拠が記載された管理の報告書６

会社分を機構のホームページで公表。 

・以下のとおり平成 26 年度からアウトカ

ム指標の更なる充実を実施。 

»中期的な目標や一定水準を確保する目標

とする統一的な目標設定 

»管理の実績を示す指標の追加 

 

２ 承継債務及び会社から引き受け

た債務の早期の確実な返済 

①会社との協定の締結に当たって

は、金利、交通量、経済動向等の

見通しについて最新の知見に基づ

き検討し、適正な品質や管理水準

の確保を前提に、高速道路の新設

等の管理の内容、貸付料の額及び

貸付期間、会社が徴収する料金の

額及びその徴収期間、会社から引

き受けることとなる債務の限度額

等を定める。 

 

・債務引受限度額のうち新設及び 

２ 承継債務及び会社から引き受け

た債務の早期の確実な返済 

①同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以下の内容について、金利、交通量、経

済動向の見通し等の所要の見直しに基づ

き確実な債務返済を確認した上で、協定及

び業務実施計画の見直しを適切に実施。 

»新規事業の追加及び新設・改築事業の事

業費の見直し 

〔全国路線網〕 

・首都圏中央連絡自動車道（大栄～横芝）、

首都圏中央連絡自動車道（横浜湘南道路

栄～藤沢）の追加、湯浅御坊道路（有田

～御坊の４車線化）の追加 

・仙台南部道路（仙台南～仙台若林）の
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

改築に係るものについては供用 

予定区間を単位とすることを基 

本とし、修繕に係るものについ 

ては修繕時期等を考慮して限度 

額の設定単位を定め、各単位毎 

に適正な額を設定する。 

 

・同左 追加 

・スマートインターチェンジ 34 箇所、

休憩施設５箇所の追加 

〔本州四国連絡高速道路に係る地域路線

網〕 

・スマートインターチェンジ１箇所の追

加 

»政府方針等を踏まえた見直し 

・新しい料金水準、料金割引の実施 

・本四高速の全国路線網への編入 

・料金に消費税８％を円滑かつ適正に転嫁

・「高速道路利便増進事業に関する計画」

の変更に伴う貸付料の変更等 

・高速道路利便増進事業による料金割引終

了することに対する激変緩和措置のた

め、国から補助金（620 億円）を受け入

れ、貸付料を減額 

 

②貸付料は、占用料等と併せて、債

務返済費用等を 45 年以内に償う

ものとなるよう定める。毎年度の

貸付料は、会社の料金収入から管

理費を控除した額とし、将来の料

金収入や管理費を見通してその計

画値で算出。 

 

・計画管理費と実績管理費に乖離 

が生じた場合には、その要因を 

分析し、適切な対応を取ること 

により適正な貸付料を算定。 

 

②同左 

 

 

 

 

 

 

 

・同左 

・貸付料については、将来における料金収

入及び管理費を見通し、機構が収受する占

用料その他の収入と併せて、債務の返済に

要する費用等が機構の設立後 45 年以内に

償うものとなるよう設定。 

 

③おおむね５年ごとに、業務の実施

状況を勘案し、協定について検討

を加えこれを変更する必要がある

と認めるとき、又は社会経済情勢

の重大な変化があり、これに対応

して協定を変更する必要があると

認めるときは、会社と協議の上、

協定を変更する。その際、債務引

受限度額等の見直しその他の措置

を講じ、業務実施計画の見直しを

行う。 

 

・業務等の適正かつ円滑な実施に重

大な支障が生ずるおそれがある場

合においても会社と協議の上、協定

を変更するなど適切な措置を講ず

る。 

 

・協定等の変更があった場合にはそ

の内容、理由等をわかりやすく公表

し、透明性の確保及び国民に対する

説明責任を果たす。 

 

③協定について検討を加えこれを変

更する必要があると認めるとき、

又は社会経済情勢の重大な変化が

あり、これに対応して協定を変更

する必要があると認めるときは、

会社と協議の上、協定を変更する。

その際、債務引受限度額等の見直

しその他の措置を講じ、業務実施

計画の見直しを行う。 

 

 

・同左 

 

 

 

 

 

・同左 

・Ⅱ-２-①のとおり新規の事業追加、「新た

な高速道路料金に関する基本方針」を踏ま

えた変更等により、適切に協定変更を行

い、その内容、理由等をわかりやすく公表。

 

 

④債務の管理を適切に実施し、中期

目標期間の期末時点における機構

の有利子債務残高を２９.0 兆円以

下とすることを目指し、収入の確

保及び徹底した業務コストの縮減

を進める。 

④債務の管理を適切に実施し、平成

2５年度末時点における機構の有

利子債務残高を 30.５兆円以下と

することを目指す。 

 

 

・高速道路の利用動向や金利動向の把握、

交通量や料金収入に影響を与える要因の

分析を行うなど、債務返済の見通しについ

てできる限り定量的に把握し、適切に債務

残高を管理。 

・各社の交通量は、対前年度比 100.1％～



６ 
 

項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

 

１）高速自動車国道及び本州四国連

絡高速道路に係るそれぞれの有利

子債務残高は、民営化時の承継債

務の総額を上回らない。 

 

２）首都高速道路、阪神高速道路及

びその他の高速道路に係るそれぞ

れの有利子債務残高は、民営化時

の承継債務の総額を極力上回らな

いよう努める。 

 

３）新設、改築等に要する費用に充

てるための債務で機構が各会社か

ら引き受ける額は、各会社から徴

収する貸付料を充てて返済できる

範囲内。 

 

４）全国路線網に属する高速道路に

あっては、３会社から徴収する貸

付料を充てて返済を行う債務の額

を試算し、それぞれの返済の達成

状況を公表。 

 

５）全国路線網以外の高速道路にあ

っては、業務実施計画の対象ごと

の債務について、各会社から徴収

する貸付料による返済の達成状況

を公表。 

 

 

１）同左 

 

 

 

 

２）同左 

 

 

 

 

 

３）業務実施計画の対象となる高速

道路ごとの債務について、各会社

から徴収する貸付料を充てて行わ

れるそれぞれの返済の達成状況を

公表。 

104.6％。 

・会社の料金収入は、2 兆 3,090 億円（計

画比 106.9％）。 

・貸付料収入は、１兆 7,017 億円（計画比

108.6％）。 

・占用料、連結料及び兼用工作物の使用料

収入は、44 億 4,879 万円（計画比

101.0％）。 

・会社からの債務引受額（有利子債務分）

は 5,489 億円。 

・支払利息は 4,588 億円。 

・年度末の有利子債務残高は、29 兆 2,729

億円（計画 30.5 兆円以下）。 

・道路別の有利子債務残高は、次のとおり、

いずれも民営化時点における承継債務の

総額を下回った。 

»高速自動車国道    17.0 兆円 

（民営化時 22.3 兆円） 

»本州四国連絡高速道路 1.2 兆円 

（民営化時 2.0 兆円） 

»首都高速道路         3.7 兆円 

（民営化時 4.4 兆円） 

»阪神高速道路         3.0 兆円 

（民営化時 3.7 兆円） 

»その他の高速道路     4.3 兆円 

（民営化時 4.9 兆円） 

 

・業務実施計画の対象となる高速道路ごと

の債務返済の平成25年度期首における達

成状況を把握し、計画、実績及びその差を

差異の理由を付して公表。 

 

⑤会社が実施した高速道路の新設、

改築等の費用を機構が債務として

引き継ぐ際、適切に機構に移管さ

れるよう、実地を含めた確認を行

うとともに透明性の向上を図る。 

 

⑤同左 ・平成 24 年度に債務引受のあった事業に

ついて、当該年度における各事業の債務引

受限度額と債務引受額の差額とその理由

をホームページにて公表。 

・平成 25 年度の債務引受について、235

件、6,108 億円の債務引受け契約を適切

に締結・変更。「高速道路資産の機構への

帰属・債務の引受の運用について」に基づ

き作成された事業費内訳等の書類により、

引受額が適正な額であることを確認。 

債務引受額合計 6,108 億円 

うち新設・改築 4,161 億円 

うち修繕 1,906 億円 

うち災害復旧 40 億円 

・平成 25 年度の資産引継ぎについて、138

件の資産を帰属。その際には、資産管理作

業マニュアルに基づき、チェックシートを

活用しつつ、書類、現地の写真等により道

路資産の内容を適切に確認。 

・現地確認については、新設・改築等のう

ち債務引受額額が大きいもの等に係る事

前確認の実施、NEXCO３社に係る修繕事

業の確認頻度の増加を含めて 14 回実施。

・月次資産データについて、資産管理作業

マニュアルに基づき、内容を確認。 

・道路資産について、棚卸実施マニュアル

に基づき、14 箇所で棚卸を実施。 
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

・機構が承継した建設仮勘定に計上される

べき資産の一部の計上漏れ（会計検査院：

平成 24 事業年度決算監査報告）について

は、会社に対し、会社側の資産管理につい

て、資産の計上漏れ、資産価格の誤り等が

生じないよう、より一層厳正な取組を要

請。さらに、より効果的・効率的に棚卸を

行うため、建設仮勘定資産も調査対象に含

めるよう、棚卸実施マニュアルを改正。 

・資産管理における会社の業務処理統制の

的確性を確保するため、機構が会社の会計

監査人に依頼し、機構へ提供される資産デ

ータの作成過程を検証し、適正であること

を確認。 

 

⑥SA・PA の維持管理における関連

事業の費用負担の適正化を図る。 

⑥SA・PA の維持管理における関連

事業の費用負担の適正化について

は、平成２６年度以降の適正化に

向けて検討。 

・ＳＡ・ＰＡの維持管理費における関連事

業の費用負担の適正化に向けて、調査規

模、調査方法等を決定。 

 

⑦債務返済に係る借換資金等の資金

調達に当たっては、将来の借換え

に伴う金利上昇リスクの軽減と調

達の多様化に努める。 

 

 

 

⑦同左 ・今後の金利上昇リスクを軽減し、債務返

済の確実性を高める観点から、長期債（10

年）・超長期債（10 年超）の発行を行った

ほか、資金調達の多様化の観点から中期債

（2 年債）の発行を行い、総額 2 兆 9,560

億円の資金を安定的に調達。 

»政府保証債 

長期債・超長期債 2 兆 3,860 億円 

»財投機関債 

長期債・超長期債     4,200 億円 

中期債（2 年）       1,500 億円 

合  計               5,700 億円 

 

・超長期債については、金利情勢・発行市

場環境等の継続的な調査や主要投資家へ

の IR による需要の掘り起こしを行うこと

により、約６年ぶりに 30 年債を発行（上

期・下期に 100 億円ずつ発行）。30 年債

としては国内初となるイールドダッチ方

式を採用し、機構発足以降、同年限におけ

る最低利で調達。 

・債券発行にかかる手数料について、交渉

により上限額（1,000 万円）を設定した

結果、年間で 118 百万円を節減。 

・平成 25 年度の平均調達年限は 11.8 年

（平成 24 年度 11.8 年） 

・平成 25 年度末の債務残高の平均残存年

限は 7.2 年（平成 24 年度 6.8 年） 

・平成 25 年度における平均調達金利は

0.87％（平成 24.年度 0.95％）であり、

低利かつ安定的な資金調達を継続してい

ることから、有利子債務残高の平均利率も

1.46％まで低下。 
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

３ 会社に対する首都高速道路又は

阪神高速道路の新設、改築又は修

繕のための無利子貸付け 

財源となる出資金等が交付さ 

れた場合、遅滞なく会社に対する無

利子貸付けを実施。 

３ 会社に対する首都高速道路又は

阪神高速道路の新設、改築又は修

繕のための無利子貸付け 

同左 

 

 

 

・国、出資地方公共団体及び会社と協力し、

遅滞なく会社に対し無利子貸付けを実施。

 

 ≪無利子貸付額≫ 

首都会社 34,112 百万円 

阪神会社 14,214 百万円 

 

４ 会社に対する災害復旧のための

無利子貸付け 

財源となる補助金が交付された場

合、遅滞なく会社に対する無利子貸

付けを実施。 

 

４ 会社に対する災害復旧のための

無利子貸付け 

 同左 

 

 

・平成 25 年度は、当該補助金の交付なし。

 

 

５ 高速道路の新設、改築、維持、

修繕その他の管理に要する費用の

縮減を助長するための仕組み 

①協定において、新設、改築及び 

修繕に係る費用の会社の経営努 

力による縮減額の一部を助成す 

る仕組みを適正に運用し、新技 

術の開発等を会社に促す。 

 

・貸付料の額の固定により、維持、 

修繕その他の管理に要する費用 

の縮減が会社の業績に反映され 

る仕組みとし、協定の見直しを 

通じて成果を国民に還元。 

 

５ 高速道路の新設、改築、維持、

修繕その他の管理に要する費用の

縮減を助長するための仕組み 

協定に基づき、会社の経営努 

力による新設、改築及び修繕に 

要する費用の縮減を助長する仕 

組みについて「高速道路の新設 

等に要する費用の縮減に係る助 

成に関する委員会」の審議を行 

う等、適正な運用を図るととも 

に、新技術の開発等を会社に促す。

 

 

 

 

・助成委員会を２回開催し、16 議題 17 件

を審議、16 件を経営努力要件に適合する

と判断。 

・助成委員会において過年度に審議したも

の等も含め、39 件について、経営努力要

件適合性を認定。 

 

 

②助成対象額の算定及び助成対 

象技術の標準化の促進について 

は、各会社と連携しつつ、適切 

に実施するとともに、透明性の 

向上を図る。 

②助成対象額の算定については、 

助成金交付要綱に基づき、適切 

に実施。助成対象技術等につい 

ては、会社との連絡調整会議等 

で積極的な活用や標準化を促 

す。また、助成金の交付額や助 

成委員会の審議内容等について 

は機構ホームページで公表。 

 

・これまで経営努力要件適合性を確認した

もののうち、助成金交付申請のあった 29

件について、助成金約 7.2 億円を交付。 

・認定された新技術を含む経営努力案件を

助成委員会の議事概要と合わせホームペ

ージで公表するとともに、会社に対してコ

スト縮減の取組みの積極的な活用を要請。

   

６ 道路整備特別措置法に基づく道

路管理者の権限の代行その他の業

務 

①会社等と連携を図り、通行止め 

等の行政措置を遅滞なく実施。 

手続を適正かつ効率的に行 

うため、会社と協力して情報連 

絡体制を構築。 

 

・道路占用等の許可に当たり、制 

度の適切な運用に努め、事務手 

続の在り方を継続的に点検 

し、必要に応じ見直す。 

 

６ 道路整備特別措置法に基づく道

路管理者の権限の代行その他の業

務 

①会社等と連携を図り、通行止め等

の行政措置を遅滞なく実施。 

 

 

 

 

・道路占用等の許可に当たり、制度

の適切な運用及び業務の効率化に

努め、事務手続の在り方を継続的

に点検し、必要に応じ見直す。 

 

 

 

・管理課長会議を開催して、各会社との情

報の提供や意見交換を実施。 

・道路管理実務の迅速かつ円滑な運用を図

るため、各会社と調整を行い、高速道路管

理実施マニュアル（道路管理編）を作成。

・会社の業務研修において機構の権限代行

業務の説明を行ったほか、占用の手続の迅

速化等に向け、占用更新説明会において会

社における申請書類の審査の一層の適正

化を要請。 

・適正な交通管理権限の行使について連携

を図るため、担当課長会議を実施し、各会

社との情報共有及び意見交換を実施。 

 

〔道路占用関係〕 

・道路占用許可申請の審査について、各会

社と緊密に連携し、チェックリストを活用
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

して効率的かつ厳格に実施。 

・占用料の改定、占用対象物件の拡大、占

用者の公募などの取扱について検討する

とともに会社への周知を実施。 

・国土交通省通達を受け、各会社と連携し、

年度末更新を行う占用物件の点検状況を

把握し、また、占用物件たる跨道橋につい

ては、全物件の点検状況及び対策の実施状

況等を把握して、安全性を確認。 

 

〔連結関係〕 

・民間事業者等の参入促進を図るため、国

や関係機関との調整により高速道路利便

施設の連結に係る通達を改正し、SA・PA

の情報提供を速やかに実施。 

 

〔原因者負担金関係〕 

・会社からの請求に応じない原因者に対し、

法令に基づき原因者負担金の督促を実施。

・首都高速５号池袋線タンクローリー火災

事故の原因者負担金について、強制徴収の

差押債権の支払いに応じなかった者に取

立訴訟を東京地裁に提起。 

 

〔通行止め関係〕 

・24 時間常駐の道路監理役による情報連絡

体制の下、通行止め等の行政措置を遅滞な

く実施。 

・特定工事の通行禁止等の要請に関して、

工事予定に変更が生じていないかを機構

及び会社が定期的にチェックする体制を

構築。 

・大雪の際の円滑な交通の確保のため、国

及び会社と当日の対応状況や課題につい

て情報共有。 

 

②車両制限令違反車両の取締り 

の強化を図り、特車関連情報等 

の機構が把握する情報を、利用 

者の利便向上につながるよう 

会社や他の道路管理者と連携 

し、積極的に活用。 

②同左 〔車両制限令違反車両取締り関係〕 

・常習的に車両制限令違反を繰り返した運

送会社に対して警告書を送付（94 件）し、

業務改善を要請。再三警告を行ったにもか

かわらず法令遵守への取組が不十分な運

送会社名をホームページで公表（８件）。

・首都会社、NEXCO 東日本、NEXCO 中

日本及び一都三県の高速道路交通警察隊

との合同取締を実施。 

・国、会社、関係団体等による連絡会にお

いて、法令遵守の啓発策や違反者情報の共

有等について具体的な取組内容を決定し、

関係機関と連携して実施。 

・指標として、「車限令違反車両取締台数」

を設定。 

 

７ 本州四国連絡橋の建設に伴う一

般旅客定期航路事業等に関する特

別措置法に規定する業務 

業務の実施に当たり本四高速道路

会社と連携し、一般旅客定期航路事

業等に係る影響を軽減。 

 

－ － 
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

８ 本州四国連絡鉄道施設に係る業

務 

・本四高速道路会社の協力を得て鉄

道施設の管理及び耐震補強事業の

実施。 

 

・本四備讃線の維持修繕に係る費用

等は、利用料として鉄道事業者から

徴収。 

 

７ 本州四国連絡鉄道施設に係る業

務 

・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

・ＪＲ西日本及びＪＲ四国との協定に基づ

き、本四会社の協力を得て、安全かつ円滑

な列車の運転を確保するために必要な施

設の管理（耐震補強事業を含む）を実施。

・共用部鉄道専用施設及び鉄道単独部の耐

震補強事業について、国から耐震補強事業

のための出資金 56 億 7,900 万円の交付

を受け、ＪＲ四国と協定を締結し、事業に

着手。 

・ＪＲ西日本及びＪＲ四国から、鉄道施設

の利用料として、８億 1,485 万円を徴収。

 

９ 業務遂行に当たっての取組 

① 国及び出資地方公共団体並びに

会社との緊密な連携の推進 

関係機関との積極的な情報及び意

見の交換。 

８ 業務遂行に当たっての取組 

① 国及び出資地方公共団体並びに

会社との緊密な連携の推進 

同左 

 

・国、出資地方公共団体、会社、機構間で

緊密な連携を図るため、会議等を通じて、

情報及び意見の交換を実施。 

 

 

 

② 高速道路事業の総合的なコスト

の縮減 

協定の締結又は見直しに際し、新

設、改築、維持、修繕、災害復旧そ

の他の管理に係るコスト縮減努力が

図られるよう工夫。 

 

② 高速道路事業の総合的なコスト

の縮減 

同左 

・協定の見直しに際しては、引き続き助成

制度を活用し会社の自律的な効率化、コス

ト縮減努力を促すとともに、会社が安全性

と効率性のバランスに鑑み業務を着実に

遂行できるよう、適切に協定見直しを実

施。 

 

 

③ 高速道路の利用促進 

・必要な高速道路網の整備と併 

せ、より高速道路の利用を促進 

する施策を推進するよう会社に 

促す。 

 

・高速道路利便増進事業につい 

て、会社と協力して、効果的に 

運用。 

 

 

③ 高速道路の利用促進 

・同左 

 

 

 

 

・同左 

・首都圏中央連絡自動車道（茅ヶ崎 JCT～

寒川北 IC）等 105.0km の供用開始。 

・高速道路利便増進事業については、スマ

ートインターチェンジ35箇所を新規事業

として協定及び業務実施計画書に追加（合

計 79 箇所）。 

・「高速道路利便増進事業に関する計画」の

変更に伴う貸付料の変更 

・会社が実施した高速道路の利用促進のた

めの企画割引（33 件）について、貸付料

の支払いに支障のない範囲内であること

などを確認。 

 

④ 調査・研究の実施 

内外の高速道路事業や業務上の諸

課題に関する調査・研究を実施する

とともに、その成果を会社や関係機

関に情報提供。 

④ 調査・研究の実施 

同左 

・次の海外調査報告書を発行し、ホームペ

ージに公表。 

»「ドイツにおける道路事業の PPP（その

４） －PPP に関するドイツ会計検査院

報告とリスクマトリックスほか－」 

»「英国の新しい道路計画 －道路アクシ

ョンプログラム・21 世紀の道路網－」 

 

 

⑤ 環境への配慮 

・特定調達物品等の 100%調達。 

 

・会社に対し、高速道路の整備や 

料金施策等の実施の際、環境に 

⑤ 環境への配慮 

・同左 

 

・同左 

 

・特定調達品目等を 100％調達。 

・環境への取組や地球温暖化抑制に果たす

高速道路の役割等を取りまとめた会社の

環境報告書等をホームページに掲載。 
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

配慮するよう促す。 

 

⑥ 危機管理 

・高速道路の供用に重大な影響を 

与える事態が発生した場合、重 

要業務を遅滞なく執行するとと 

もに、会社及び関係行政機関と 

協力して迅速かつ的確な情報収 

集等を行う。 

 

 

 

・会社等と連携し、当該事態を想定

した訓練を年１回以上実施。機構

独自の非常時参集訓練や重要業務

の継続訓練等を適宜実施し、危機

管理能力の一層の向上を図る。 

 

 

⑥ 危機管理 

・同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同左 

 

・各地で発生した地震や異常気象による通

行止め状況や被災・復旧状況について、適

時適切に情報収集及び伝達を実施。 

・淡路島付近を震源とする地震（4 月 13

日）の際には、休日早朝であったため、防

災業務要領に基づき職員の非常参集を行

う等防災業務を着実に実施。 

・大規模災害時等に迅速、的確かつ効果的

な対応が取れるよう、首都直下地震を想定

した防災訓練を行うと共に、日頃から、非

常時参集訓練や重要業務の継続訓練等を

適宜実施。 

»首都直下地震を想定した防災訓練 

»南海トラフ地震を想定した防災訓練 

»安否登録訓練・参集応答訓練 

»衛星電話通信訓練 

»監理役代行訓練 

»出納事務支出訓練 

»内閣府「平成 25 年度政府図上訓練」へ

の参加 

・大規模災害により東京管理課又は関西管

理課が被災し、連絡が途絶した場合の非被

災側組織での特殊車両許可等の業務継続

について、各会社に周知。 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 

１ 財務体質の強化 

毎事業年度の貸付料を収受するな

ど、業務活動による収入の確保を

図り、業務コストの縮減を進め、

債務の早期の確実な返済を図る。 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを 

含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 財務体質の強化 

同左 

 

 

 

・Ⅰ-２、Ⅱ-２-④及びⅡ-２-⑦のとおり、

収入の確保を図るとともに、低利で円滑な

資金調達に努めるなど、業務コストを縮

減。 

 

２ 予算 

 

３ 収支計画 

 

４ 資金計画 

 

 

２ 予算 

 

３ 収支計画 

 

４ 資金計画 

 

 

・予算・実績（計画差額） 

  収入総額    4 兆 8,960 億円 

                （1,413 億円） 

  支出総額    4 兆 8,280 億円 

                （ ▲408 億円） 

・収支計画・実績（計画差額） 

  経常費用    1 兆 4,683 億円 

                （▲884 億円） 

  経常収益    1 兆 7,049 億円 

                （1,942 億円） 

  当期総利益      5,923 億円 

                （2,779 億円） 

 

なお、当期総利益は、債務の返済の原資

に充当 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

単年度９，６００億円 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

同左 

 

・平成 25 年度は、借入れなし。 
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となるこ

とが見込まれる財産がある場合に

は、当該財産の処分に関する計画 

該当なし。ただし道路の計画変更

等に伴い不要財産が発生した場合、

売却し債務返済に充てる。 

 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となるこ

とが見込まれる財産がある場合に

は、当該財産の処分に関する計画

同左 

 

 

 

・高速道路事業用地の有効利用の促進を図

るため、会社から、その利用状況等を毎年

度報告させる体制を構築するとともに、有

効利用が見込めない用地が発生した場合

の売却に向けた手続の進め方について課

題等の整理。 

 

 

Ⅵ Ⅴに規定する財産以外の重要な

財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

該当なし。 

 

Ⅵ Ⅴに規定する財産以外の重要な

財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

同左 

 

― 

Ⅶ 剰余金の使途 

なし 

 

Ⅶ 剰余金の使途 

同左 

 

― 

Ⅷ その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

該当なし 

 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

同左 

― 

２ 業務の実施について 

業務を厳格に実施するための 

仕組みを検討し、会社のモラル 

ハザード等により機構の利益を 

害する危険を防ぐための仕組み 

のマニュアル化を図る。また、 

必要に応じて適材適所の人員配 

置の適正化を含めた体制の見直 

しを行う。 

 

 

２ 業務の実施について 

同左 

 

 

・会社からの出向職員を出向元の会社と利

益が相反する恐れがある業務に携わらせ

る場合は、当該会社からの出向職員以外の

職員を責任者とする合議制の作業チーム

を構成して業務を実施する等、規程を整備

し、業務を厳格に実施。 

・利益相反の防止に関する職員の意識啓発

を図るため、顧問弁護士による講演会「コ

ンプライアンスの諸問題」を開催。 

 

３ 人事に関する計画 

① 方針 

１）職員の勤務成績及び法人の業務

実績の処遇への反映。職員に必要

な業務リスク管理等の知識及び能

力の養成に努める。 

 

２）定員の抑制及び人員の適正な配

置による業務運営の効率化。 

 

３ 人事に関する計画 

① 方針 

１）同左 

 

 

 

 

２）人員の適正な配置により業務運

営の効率化。 

 

・役職員の勤務実績を特別手当に反映。 

・職員研修年度計画を策定し、外部機関主

催の研修に職員 25 名参加。 

・役職員の研修の一環として、外部講師を

招き講演会を実施。 

»「物流面から見た高速道路ネットワーク

の効用」 

»「コンプライアンスの諸問題」 

・人員の適正配置の確保を図り業務運営を

効率化。 

・占用許可更新等による事務の増大に対応

するため、一時的に派遣社員を活用し常勤

職員を増加させることなく効率的に業務

を運営。 

 

② 人員に関する指標 

常勤職員数を８５人とし、人員を

抑制。 

 

② 人員に関する指標 

常勤職員数は、８５人を上回らな

いものとする。 

 

 

・常勤職員数が 85 名を上回らない体制の

下で、業務を適切に実施。 

 

③ 人件費に関する指標 

・政府における総人件費削減の取 

組を踏まえる。 

 

・国家公務員の給与水準も十分考 

③ 人件費に関する指標 

・同左 

 

 

・同左 

・国家公務員に準拠して引き続き役職員の

給与及び年末特別手当の減額措置を実施。

・給与水準の適正化に向けた取組について、

「独立行政法人の役員の報酬等及び職員

の給与の水準の公表」によりホームページ
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項 目 平成２５年度実績 

中期計画 平成２５年度計画 

慮し、適正化に取り組むととも 

に、その検証結果及び取組状況 

を公表。 

 

にて公表。 

・平成 25 年度の人件費は 735 百万円とな

り、平成 17 年度と比べ 22.3%の削減。

 

４ 主たる事務所の移転 

神奈川県への移転に関し、可能な

限り早期移転できるよう検討し、必

要な対応を行う。 

 

 

４ 主たる事務所の移転 

同左 

 

 

 

・不動産市況や移転計画などについて情報

共有及び検討を実施。 

・平成 27 年３月末までの移転に向け、事

務所の移転に係る支援業務を発注するな

ど、具体的な手続に着手。 

５ 内部統制について 

・「独立行政法人における内部統制と

評価について」等を参考に、内部統

制の更なる充実・強化を図る。 

 

・「国民を守る情報セキュリティ戦

略」等の政府方針を踏まえ、適切な

情報セキュリティ対策を推進。 

 

５ 内部統制について 

・同左 

 

 

 

 

・同左 

 

・内部統制の充実・強化を図るため、理事

長は、役員会、内部統制委員会等の各種委

員会、定時・随時のミーティングを通じて

業務に重要な情報を適時的確に把握する

とともに、①債務の確実な返済、②会社と

連携した高速道路事業の円滑な実施、③業

務運営の効率性と透明性の確保をはじめ

とする法人のミッションを周知徹底。 

・年度末の内部統制委員会において、内部

統制全般について総括的に審議し、適切に

統制が図られていることを確認。 

・機構の業務上のリスクとなる金利、交通

量等の変動について、幹部連絡会等におい

て情報を常時把握するとともに、債務返済

の計画と実績の対比、要因分析等を行うこ

とにより、適切に対応。 

・パワー・ハラスメントの防止等に関する

規程を策定するとともに、倫理規程や情報

セキュリティポリシーなど役職員が遵守

すべき規範について周知。 

・不正アクセス対策など情報システムに関

する各種対策を講ずるとともに、全役職員

を対象に情報管理に関する自己点検を実

施するなど情報セキュリティ対策を推進。

６ 機構法第２１条第３項に規定す

る積立金の使途 

本州と四国を連絡する鉄道施設の

管理を行う業務とする。 

 

 

６ 機構法第２１条第３項に規定す

る積立金の使途 

前中期目標期間に取得した鉄道施

設に係る償却資産について、減価償

却及び除却費用に充填。 

 

 

 

・前中期目標期間繰越積立金 27 億 1,897

万円のうち、１億 1,684 万円を取崩し、

減価償却費用に充当。 

 

 



実績

○ 過去の指摘（勧告の方向性、年度評価意見、会計検
査院指摘等）を踏まえた取組について明らかにした上
での評価

①「独立行政法人等に関する基本的な方針」（平成25年
12月24日閣議決定）で個別に措置を講ずべきとされた
事項への対応は、次のとおりである。

○「東京事務所の移転」
　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-４）

②政策評価・独立行政法人評価委員会「独立行政法人
の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性に
ついて」での指摘事項への対応は、次のとおりである。

○道路資産の保有及び貸付業務の見直し
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-１-②、Ⅱ-２-①）

○債務返済業務の見直し
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-２-①、Ⅱ-２-②）

○機構本部の早期移転
　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-４）

○利益相反発生の防止
　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-２）

○内部統制の充実・強化
　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-５）

③政策評価・独立行政法人評価委員会「平成24年度に
おける国土交通省所管独立行政法人の業務に関する評
価の結果等についての意見について」への対応は、次の
とおりである。

○「リスクの把握及び対応」
評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-５）

○「貸し付けた道路資産の管理の実施状況の確認等」
  評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-１-②）

③会計検査院「平成24事業年度決算監査報告」での指
摘事項への対応は、次のとおりである。

○「日本道路公団から承継し、供用されないままとなって
いるトンネル等が資産計上されていなかったため、財務諸
表の表示が適正さを欠いていたもの」
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-２-⑤）

○「高速道路事業用地の有効利用等について」
  評価調書に記載のとおり。（Ⅴ）

○ 当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明らかに
されているか。また、当期総利益（又は当期総損失）の
発生要因の分析を行った上で、当該要因が法人の業
務運営に問題等があることによるものか。

　機構の当期総利益については、高速道路貸付料収入
が太宗を占める収益から債券及び借入金の支払利息、
道路資産の減価償却費等の費用を控除した経常利益
に、臨時損失、臨時利益を加え、結果として発生している
ものである。その発生要因については、決算記者発表資
料等で明らかにし、公表している。
　また、機構は、法令に基づき、高速道路に係る資産等
を保有し、各高速道路会社等に貸付け、債務の早期・確
実な返済を行っており、高速道路事業における当期総利
益は、全て、機構の設置目的である債務返済の原資に
充てている。（機構の業務運営に問題はない。）

政独委「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」
及び「独立行政法人評価分科会における平成26年度の取組について」への対応について

１　政府方針等

２　財務状況

（１）当期総利益（又は当期総損失）
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実績

○ 利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社
会経済の安定等の公共上の見地から実施されることが
必要な業務を遂行するという法人の性格に照らし過大
な利益となっていないか。

 　高速道路事業における利益剰余金については、全て、
機構の設置目的である債務返済の原資に充てている。

○ 繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の
妥当性。当該計画が策定されていない場合、未策定
の理由の妥当性（既に過年度において繰越欠損金の
解消計画が策定されている場合の、同計画の見直しの
必要性又は見直し後の計画の妥当性を含む）。
　さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうか。

　該当なし

○ 当該年度に交付された運営費交付金の当該年度にお
ける未執行率が高い場合において、運営費交付金が
未執行となっている理由が明らかにされているか。

　該当なし

○ 運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と業務
運営との関係についての分析。

　該当なし

（１）保有資産全般の見直し

○ 保有資産の保有の妥当性について、政府方針、会計
検査院の指摘等を踏まえた評価

　「高速道路事業用地の有効利用等について」は、評価
調書に記載のとおり。（Ⅴ）

○ 実物資産について、保有の必要性、資産規模の適切
性、有効活用の可能性等の観点からの法人における
見直しの状況及び結果についての評価。
見直しの結果、処分等又は有効活用を行うものとなっ
た場合は、その法人の取組状況や進捗状況等につい
ての評価。

　該当なし

○ 政府方針を踏まえて処分等することとされた実物資産
についての処分等の取組状況や進捗状況等について
の評価。

　該当なし

○ 金融資産について、保有の必要性、事務・事業の目的
及び内容に照らした資産規模の適切性についての評
価

　機構の金融資産は、債務返済等に必要な現預金であ
る。

○ 資産の売却や国庫納付等を行うものとなった場合は、
その法人の取組状況や進捗状況等についての評価

　該当なし

○ 特許権等の知的財産について、法人における保有の
必要性の検討状況。

　該当なし

○ 検討の結果、知的財産の整理等を行うことになった場
合は、その法人の取組状況や進捗状況等

　該当なし

（２）利益剰余金（又は繰越欠損金）

（３）運営費交付金債務

イ　金融資産

３　保有資産の管理・運用等

ア　実物資産

ウ　知的財産等
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実績

○ 活用状況等が不十分な場合は、原因が明らかにされ
ているか。その妥当性。

　該当なし

○ 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る
法人の取組。

○管理の効率化
　 評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-１-②）

○自己収入の向上
　 評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-２-④）

○ 資金の運用について、次の事項が明らかにされている
か。
ⅰ 資金運用の実績
ⅱ 資金運用の基本的方針（具体的な投資行動の意
思決定主体、運用に係る主務大臣、法人、運用委託
先間の責任分担の考え方等）、資産構成、運用実績
を評価するための基準

　該当なし

○ 資金の運用体制の整備状況についての評価。 　該当なし

○ 資金の性格、運用方針等の設定主体及び規定内容を
踏まえて、法人の責任について十分に分析している
か。

　該当なし

○ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定
されているか。回収計画が策定されていない場合、そ
の理由の妥当性。

　該当なし

○ 回収計画の実施状況。ⅰ）貸倒懸念債権・破産更生
債権等の金額やその貸付金等残高に占める割合が増
加している場合、ⅱ）計画と実績に差がある場合の要
因分析を行っているか。

　該当なし

○ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の
検討が行われているか。

　該当なし

○ 特許権等の知的財産について、特許出願や知的財産
活用に関する方針の策定状況や体制の整備状況。

　該当なし

○ 実施許諾等に至っていない知的財産の活用を推進す
るための取組。

　該当なし

○ 給与水準の高い理由及び講ずる措置について、国民
に対して納得の得られるものとなっているか。

　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-３-③）

○ 給与水準自体が社会的な理解の得られる水準となっ
ているか。

　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-３-③）

○ 国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与
水準の適切性に関する検証状況。

　
　該当なし

○ 取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるか
どうかについて、法人の取組の適切性。また、今後、削
減目標の達成に向け法人の取組を促すものとなってい
るか。

  評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-３-③）

　b)　債権の管理等

（２）　総人件費

（２）資産の運用・管理

ア　実物資産

イ　金融資産

　a）資金の運用

ウ　知的財産等

４　人件費管理

（１）　給与水準
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実績

○ 法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公
共性、業務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点
から、必要な見直しが行われているか。

　機構の福利厚生については、国に準じた水準となってい
る。

○ 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容
や運用の適切性等。

○契約に係る規程類に関しては、
・「独立行政法人通則法」（平成11年法律第103号）及
び「独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に
関する省令」（平成17年国土交通省令第64号）の規定
に基づき、機構の業務方法書において、一般競争に付す
ることを契約の原則とする基本ルールを記載
・契約職が行う契約手続の原則について、会計法に準じ
た会計規程を整備
・契約職が行う契約手続の詳細や、随意契約の基準等
について、恣意的な運用を排除するための国の「予算決
算及び会計令」（昭和22年勅令第165号）に準じた契約
事務取扱規程を整備
など、必要な規程類を整備し、適切に取り組んでいる。ま
た、これら規程類や契約の状況をホームページで公表
し、その内容を明らかにしている。

○ 契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、
整備・執行等の適切性等。

○ 契約事務手続に係る執行体制は、規程（会計規程及
び会計規程実施細則）に定めることで明確化している。

○契約手続に係る審査体制については、評価調書に記
載のとおり。（Ⅰ-３）

○ 「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成
に向けた具体的取組。

○随意契約等見直し計画では、随意契約の件数を19件
（平成20年度実績）から真にやむを得ないものとして13
件に削減するとしているところ、平成25年度は13件とし目
標を達成した。

○随意契約等見直し計画では、一者応札・一者応募の
削減を目指し、14件（平成20年度実績）について契約方
式等を見直すこととしているが、平成25年度においても、
引き続き競争参加資格要件の緩和、事前公告及び郵送
入札の実施、発注規模の拡大等により、一者応札・一者
応募となった案件は1件となった。

○ 個々の契約の競争性・透明性の確保。 ○競争性の確保
　 評価調書に記載のとおり。（Ⅰ-３）

○契約の透明性の確保
　 評価調書に記載のとおり。（Ⅰ-３）

（１） 契約に係る規程類、体制

（３）　その他

５　契約

（２）　随意契約見直し計画

（３）　個々の契約
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実績

○ 過去の指摘を踏まえた内部統制の充実・強化に係る
取組についての適切な評価（特に、最近の独立行政法
人をめぐる動き等を踏まえ、ガバナンス機能の発揮、契
約事務の適正化等に係る評価について留意）

○内部統制の現状把握
　評価調書に記載のとおり。（Ⅷ-５）

○監事の監査報告書への対応
　 監事は、定期監査の外、理事長及び会計監査人から
の報告、役員会や内部統制委員会等への常時出席、資
産の棚卸への参加による状況調査等を通じ、機構の業
務を詳細に把握・分析した上で、監査報告書を取りまと
め、公表している。
　 平成25年度業務の実施に当たっては、平成24事業年
度監査報告書を踏まえ、適切に対応するとともに、その対
応状況を公表している。

○ 法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人
について、当該法人と関連法人との関係が具体的に明
らかにされているか。当該関連法人との業務委託の妥
当性。

　該当なし

○ 関連法人に対する出資、出えん、負担金等について、
法人の政策目的を踏まえた出資等の必要性。

　該当なし

○ 中期目標期間終了時において、主務大臣が行う法人の　該当なし

○ 業務改善のための具体的な取組 ○ホームページ等の充実
　評価調書に記載のとおり。（Ⅰ-４-⑦）

○道路の適切な管理と安全性の向上
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-１-②）

○資金調達
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-２-⑦）

○高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に
要する費用の縮減を助長するための仕組み
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-５）

○道路整備特別措置法に基づく道路管理者の権限の代
行その他の業務
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-６）

○危機管理
　評価調書に記載のとおり。（Ⅱ-８-⑥）

９　業務改善のための役職員のイニシアティブ等についての評価

６　内部統制

８　中期目標期間終了時の見直しを前提にした評価

７　関連法人
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実績

10　その他

○ 電子化等による業務の効率化に関する取組状況を明
らかにした上での評価

○電子掲示板の活用等による業務運営の効率化につい
ては、評価調書に記載のとおり。（Ⅰ-１）

○膨大な負債を管理し、元利金等の支払を確実かつ円
滑に行うために運用している借入金管理システムについ
て、適宜改良を行っている。

○助成委員会で認定された新技術を含む経営努力案件
について、ホームページで公表するとともに、経営努力事
例検索システムにより、会社に対して新技術等の積極的
な活用を促している。
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